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Ⅰ 基本的事項 

 １ 計画策定の根拠、趣旨・目的、位置づけ 

   この計画は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「法」

といいます。）第 89 条の規定により、市町村が定める障がい福祉計画の達成に資するた

め、各市町村を通じる広域的な見地から、障がい福祉サービス、相談支援及び地域生活

支援事業の提供体制等について定める計画です。 

   また、平成 23年２月に策定した「岩手県障がい者プラン」は、本計画及び障害者基本

法に基づく障害基本計画から構成されますが、障害基本計画部分では、本県の障がい者

福祉行政の基本的方向や施策等について定めていますが、本計画ではこれらの施策を実

行するための具体的なサービス提供体制の整備・確保等について定めるものです。 

 

 ２ 計画の期間 

   計画期間は、平成 27 年度から 29 年度までの３年間とします。 

 

 ３ 基本的理念等 

  (1) 基本的理念 

ア 障がい者等の自己決定の尊重と意思決定の支援 

障がいの有無によって分け隔てられることなく、互いに人格と個性を尊重し合い

ながら共生する社会を実現するため、障がい者又は障がい児（以下「障がい者等」と

いいます。）の自己決定を尊重し、その意思決定の支援に配慮するとともに、障がい

者等が必要とする障がい福祉サービスその他の支援を受けながら自立と社会参加の

実現を図っていくことを基本として、障がい福祉サービス及び相談支援並びに地域生

活支援事業の提供体制の整備を進めます。 

 

イ 地域間格差の解消等 

市町村に対する支援やサービス基盤の計画的な整備を推進することにより、サー

ビスの地域間格差や障がい種別による格差の解消を図ります。 

また、発達障がい者や高次脳機能障がい者、難病患者等についても法に基づく給付

の対象となるものであり、その周知を図ります。 

 

ウ 入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の課題に対応

したサービス提供体制の整備 

     障がい者等の自立支援の観点から、入所等（福祉施設への入所又は病院への入院

をいいます。以下同じ。）から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援

といった課題に対応し、障がい者等の生活を地域全体で支えるシステムを実現する

ため、地域生活支援の拠点づくりやＮＰＯ等によるインフォーマルサービス（法律

や制度に基づかない形で提供されるサービスをいいます。）の提供など、地域の社会

資源を最大限活用してサービス提供体制の整備を進めます。 
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エ 被災地域におけるサービス提供体制の復興と障がい者等への支援 

  被災地の障がい者等が、被災前と同等以上の障がい福祉サービスを利用できるよ

う、引き続きサービス提供体制の充実を図るとともに、被災した障がい者等のサー

ビス利用等を支援します。 

 

  (2) 障がい福祉サービスの提供体制の確保に関する基本的な考え方 

    障がい福祉サービスの提供体制の確保に当たっては、（1）の基本理念を踏まえ、次

に掲げる点に配慮して、数値目標を設定し、計画的な整備を行います。 

 

ア 県内どこでも必要な訪問系サービスを保障 

訪問系サービス（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護及び重度障害者

等包括支援をいいます。以下同じ。）の充実を図り、県内どこでも必要な訪問系サー

ビスを保障します。 

 

イ 希望する障がい者等に日中活動系サービスを保障 

希望する障がい者等に日中活動系サービス（生活介護、自立訓練、就労移行支援、

就労継続支援、療養介護、短期入所及び地域活動支援センターで提供されるサービ

スをいいます。）を保障します。 

 

ウ グループホーム等の充実及び地域生活支援拠点等の整備 

    地域における居住の場としてのグループホーム（共同生活援助を行う住居をいい

ます。）の充実を図るとともに、地域移行支援や地域定着支援等の利用推進により、

入所等から地域生活への移行を進めます。 

また、必要な訪問系サービスや日中活動系サービスを保障することによって、障

がい者等の地域における生活の維持及び継続が図られるようにします。 

さらに、地域生活支援の機能をさらに強化するため、地域生活支援拠点等の整備

を進めます。 

 

※ 「地域生活支援拠点等」とは、地域生活への移行や親元からの自立等に係る相談、

グループホームへの体験入居等の機会の提供、ショートステイなど緊急時の受入対応

体制の確保、人材の養成等による専門性の確保などの諸機能を地域で集約し、グルー

プホ－ムや障害者支援施設に付加した拠点等とされています。 

 

   エ 福祉施設から一般就労への移行等を推進 

     就労移行支援事業所等の充実により、障がい者の福祉施設から一般就労への移行

を進めるとともに、福祉施設における雇用の場を拡大します。 
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(3) 相談支援の提供体制の確保に関する基本的な考え方 

ア 相談支援の提供体制の充実 

     障がい者等が地域において自立した日常生活又は社会生活を営むためには、障が

い福祉サービスの提供体制の確保とともに、これらのサービスの適切な利用を支え、

各種ニーズに対応する相談支援体制の構築が不可欠です。 

このため、相談支援を行う人材の育成支援を行うとともに、地域における相談支

援の中核的な役割を担う基幹相談支援センターの市町村への設置を促進します。 

また、平成 27 年度からは、障がい福祉サービスの利用に当たって、サービス等利

用計画の策定が必須となることから、利用者数の増加に応じた計画策定体制の強化

が図られるよう、市町村を支援します。 

 

イ 地域移行支援及び地域定着支援の拡充 

障がい者が自ら希望する地域で安心して暮らしていけるようにするため、入所等

している障がい者の地域生活移行への希望等を勘案したうえで、市町村が計画的に

地域移行支援に係るサービスの提供体制を確保できるよう支援します。 

     また、入所等から地域生活へ移行した後の地域への定着はもとより、現に地域で

生活している障がい者がそのまま住み慣れた地域で生活できるようにするため、市

町村が地域移行支援と併せて、地域定着支援に係るサービスの提供体制の充実を図

れるよう支援します。 

 

ウ 自立支援協議会を中核とする関係機関の連携の推進 

障がい者等への支援体制の整備を図るため、関係機関、関係団体、障がい者等の

福祉、医療、教育又は雇用に関連する職務に従事する者その他の関係者（以下「関

係機関等」といいます。）により構成される自立支援協議会において、関係機関等の

有機的な連携の下で地域の課題の改善に取り組んでいきます。 

また、発達障がい者又は発達障がい児（以下「発達障がい者等」といいます。）や、

難病の患者等への支援体制の構築のため、発達障がい者支援センターや難病相談・

支援センター等の専門機関と連携しながら、発達障がい者等や難病の患者等への支

援体制の整備について検討を行っていきます。 

 

 (4) 被災地の障がい福祉サービスの復興等に関する基本的な考え方 

 ア 復興期における障がい福祉サービスの安定した運営に向けた支援 

     沿岸被災地を中心とする障がい福祉サービス事業所の運営体制の安定化や、就労

支援事業所による業務受注・流通経路の確保等を支援します。 

 

イ 被災した障がい者等への支援 

     被災地の障がい者個々の状況に応じた必要なサービスの利用を支援するとともに、
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緊急時において迅速に避難し、適切な援助を受けられるよう支援します。 

また、こころのケアにも引き続き取り組みます。 

 

   ウ 障がい者の防災意識の醸成及び防災訓練への参加推進 

     障がい者が、災害等において適切に対応できるよう日頃から防災意識を高めるよ

う取り組むととともに、市町村等と連携して、障がい者が定期的に防災訓練等に参

加できるよう支援します。 

 

 (5) 障がい児支援の提供体制の確保に関する基本的な考え方 

   障がい児及びその家族に対して、乳幼児期から学校卒業まで一貫した効果的な支援を

身近な場所で提供する体制の構築を図るため、特別支援教育等の教育施策、保育等の子

ども・子育て支援施策等の関連分野との連携に留意するとともに、居宅介護や短期入所

等の障がい福祉サービスに係る関係機関とも連携を図りながら、支援体制の整備を推進

していきます。 

 

 

Ⅱ 区域の設定 

  次に掲げる現行の９障がい保健福祉圏域を区域とし、圏域ごとの障がい福祉計画を策定

します。 

圏域名 市町村 

盛岡障がい保健福祉圏域 
盛岡市、八幡平市、滝沢市、雫石町、葛巻町、岩手町、

紫波町、矢巾町 

岩手中部  〃 花巻市、北上市、遠野市、西和賀町 

胆江    〃 奥州市、金ケ崎町 

両磐    〃 一関市、平泉町 

気仙    〃 大船渡市、陸前高田市、住田町 

釜石    〃 釜石市、大槌町 

宮古    〃 宮古市、山田町、岩泉町、田野畑村 

久慈    〃 久慈市、普代村、野田村、洋野町 

二戸    〃 二戸市、軽米町、九戸村、一戸町 

 

 

Ⅲ 平成 29 年度の目標値 

１ 施設入所者の地域生活への移行 

項   目 数 値 備   考 

平成 25年度末の施設入所者数 

人 

２，１０５ 平成 25年度末時点における施設入所者数 
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平成 29年度末の施設入所者数 
   人 

１，９８９ 
平成 29年度末時点における施設入所者数 

【目標値】削減見込み 
   人 

１１６ 

平成 25年度末時点から平成 29年度末までの施設入所

者削減数【約５.５％削減】 

【目標値】地域生活移行者数 

人 

２６０ 

平成 29年度までに地域移行する者の人数 

【約１２.４％の施設入所者が地域生活に移行】 

 

 

２ 入院中の精神障がい者の地域生活への移行 

項   目 数 値 備   考 

入院後３か月時点の退院率   

 

平成 24 年 6 月 30 日の調査時

点における退院率 

％ 

６１．３ 

平成 24 年 6 月 30 日の調査時点における入院後３

カ月時点の退院率 

【目標値】平成 29 年 6月に入

院した患者の退院率 

   ％ 

６４．０ 

平成 29年 6月に入院した患者の入院後３カ月時点

の退院率 

入院後１年時点の退院率   

 

平成 24 年 6 月 30 日の調査時

点における退院率 

％ 

８９．２ 

平成 24 年 6 月 30 日の調査時点における入院後１

年時点の退院率 

【目標値】平成 29 年 6月に入

院した患者の退院率 

   ％ 

９１．０ 

平成 29年 6月に入院した患者の入院後１年時点の

退院率 

在院期間１年以上の長期在院者数   

 

平成 24 年 6 月 30 日時点の在

院者数（Ａ） 

人 

２，５３０ 
平成 24 年 6 月 30 日の調査時点における在院期間

１年以上の長期在院者数 

平成 29 年 6 月 30 日時点の在

院者数（Ｂ） 

人 

２，０７４ 
平成 29 年 6 月 30 日の調査時点における在院期間

1 年以上の長期在院者数 

【目標値】減少率 

（Ｂ－Ａ）／Ａ 

％ 

１８．０ 
 

 

３ 地域生活支援拠点等の整備 

平成 29 年度末までに、各市町村又は各圏域に少なくとも１つ以上設置 

 

４ 福祉施設から一般就労への移行等 

項   目 数 値 備   考 

平成 24年度の一般就労移行者数 

人 
８３ 県内に所在する福祉施設利用者のうち、平成 24 年

度において福祉施設を退所し一般就労した者の数 



6 

【目標値】平成 29年度の一般就労
移行者数 

   人 
１８７ 

県内に所在する福祉施設利用者のうち、平成 29 年
度において福祉施設を退所し一般就労する者の数
【平成 24年度の２.３倍】 

平成 25 年度の就労移行支援事業
の利用者数 

   人 
２３４ 平成 25年度における就労移行支援事業の利用者数 

【目標値】平成 29年度の就労移行
支援事業の利用者数 

人 
４１７ 平成 29年度における就労移行支援事業の利用者数

【平成 25年度の約 78％増】 

【目標値】平成 29年度における就
労移行率３割以上の就労移行支援
事業所の全体に占める割合 

％ 
５６.７ 

※「就労移行率」：ある年度４月１日時点の就労移
行支援事業の利用者数のうち当該年度中に一般就
労へ移行した者の割合 

【活動指標】公共職業安定所にお
けるチーム支援による福祉施設利
用者の支援件数 

人 
１４４ 

平成 29年度の一般就労移行者のうち、公共職業安
定所におけるチーム支援を受ける者の数 
【一般就労移行者数につき第３期実績を勘案】 

【活動指標】障がい者の態様に応
じた多様な委託訓練事業の受講者
数 

人 
６ 

平成 29年度の一般就労移行者のうち、障がい者委
託訓練事業の受講者数 
【一般就労移行者数につき第３期実績を勘案】 

【活動指標】障がい者トライアル
雇用事業の開始者数 

人 
１８ 

平成 29年度の一般就労移行者のうち、障がい者ト
ライアル雇用事業の開始者数 
【一般就労移行者数につき第３期実績を勘案】 

【活動指標】職場適応援助者によ
る支援の対象者数 

人 
２５ 

平成 29年度の一般就労移行者のうち、職場適応援
助者による支援の対象者数 
【一般就労移行者数につき第３期実績を勘案】 

【活動指標】障がい者就業・生活
支援センター事業による支援対象
者数 

人 
７７ 

平成 29年度の一般就労移行者のうち、障がい者就
業・生活支援センターによる支援対象者数 
【一般就労移行者数につき第３期実績を勘案】 

 

 

Ⅳ 各年度における指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援

の種類ごとの必要な量の見込み及びその見込量の確保のための方策 

（１）居宅介護・重度訪問介護・同行援護・行動援護・重度障害者等包括支援 

サービス見込量 

（月間量） 

年 度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

見 

込 

量 

利用者数 １,４５３ １,５４３ １,６４５ 

時間分 ２９,６７２ ３２,１９６ ３５,１５８ 

事業の実施に 

関する考え方 

 居宅介護に加え、重度の障がい者が利用する重度訪問介護、行動援護、重

度障害者等包括支援や、視覚障がい者が利用する同行援護について、県内ど

こに居住していても必要な時間帯に必要なサービスを利用できるようにし

ます。 
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見込量確保の 

ための方策 

 事業者に対し広く情報提供を行うなど、多様な事業者の参入を促進すると

ともに、市町村等と協力しながらサービスの基盤整備を図ります。 

居宅介護従事者養成研修指定事業者が実施する研修や、県が実施する行動

援護従事者養成研修等を通じて、サービス提供従事者の養成を行い、サービ

スの質・量の確保を図ります。 

 

（２）生活介護 

サービス見込量 

（月間量） 

年 度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

見 

込 

量 

利用者数 ３,３６０ ３,４２７ ３,４９７ 

人日分 ６５,７５７ ６７,００２ ６８,３３７ 

事業の実施に 

関する考え方 

 入浴、排せつ、食事の介護や創作的活動などの日中サービスを、県内どこ

に居住していてもできるだけ身近な地域で利用できるようにします。 

見込量確保の 

ための方策 

 多機能型も含め、既存の障がい者施設や事業所、地域活動支援センターの

ほか、ＮＰＯなど多様な主体の参入を促進します。 

 

（３）自立訓練(機能訓練) 

サービス見込量 

（月間量） 

年 度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

見 

込 

量 

利用者数 ２２ ２６ ３１ 

人日分 ４２８ ５０８ ６０８ 

事業の実施に 

関する考え方 

 入所施設や病院を退所・退院するなどして地域生活に移行する障がい者

が、県内どこに居住していても身体機能向上のための訓練を利用できるよう

にします。 

見込量確保の 

ための方策 

 多機能型も含め、既存の障がい者施設や事業所、地域活動支援センターの

ほか、ＮＰＯなど多様な主体の参入を促進します。 

 

（４）自立訓練（生活訓練） 

サービス見込量 

（月間量） 

年 度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

見 

込 

量 

利用者数 ２１７ ２２６ ２２８ 

人日分 ３,８５２ ３,８３０ ３,９６１ 

事業の実施に 

関する考え方 

 入所施設や病院を退所・退院するなどして地域生活に移行する障がい者

が、県内どこに居住していても、日常生活を営むうえでの生活能力の維持・

向上に向けた支援を受けることができるようにします。 

見込量確保の 

ための方策 

多機能型も含め、既存の障がい者施設や事業所、地域活動支援センターの

ほか、ＮＰＯなど多様な主体の参入を促進します。 
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（５）就労移行支援 

サービス見込量 

（月間量） 

年 度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

見 

込 

量 

利用者数 ２９２ ３３３ ３８２ 

人日分 ４,９６３ ５,７０７ ６,６２９ 

事業の実施に 

関する考え方 

 一般就労を希望する障がい者が、県内どこに居住していても、身近な地域

で、就労に必要な知識・能力の向上や適性に合った職場探し、就労後の職場

定着のための支援を受けることができるようにします。 

見込量確保の 

ための方策 

多機能型も含め、既存の障がい者施設や事業所、地域活動支援センターほ

か、ＮＰＯなど多様な主体の参入を促進します。 

 

（６）就労継続支援（A 型） 

サービス見込量 

（月間量） 

年 度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

見 

込 

量 

利用者数 ７５６ ８３７ ９２２ 

人日分 １５,３７３ １７,２４１ １９,２１０ 

事業の実施に 

関する考え方 

 一般就労が困難な障がい者が、県内どこに居住していても、身近な地域で

一般就労に近い形で働くことができるようにします。 

見込量確保の 

ための方策 

多機能型も含め、既存の障がい者施設や事業所、地域活動支援センターの

ほか、ＮＰＯなど多様な主体の参入を促進します。 

 

（７）就労継続支援（B 型） 

サービス見込量 

（月間量） 

年 度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

見 

込 

量 

利用者数 ３,７６８ ３,９５２ ４,１３５ 

人日分 ６８,６０３ ７１,７６２ ７５,４０５ 

事業の実施に 

関する考え方 

 一般就労が困難な障がい者が、県内どこに居住していても、身近な地域で

雇用によらない就労や生産活動を行うことができるようにします。 

見込量確保の 

ための方策 

多機能型も含め、既存の障がい者施設や事業所、地域活動支援センターの

ほか、ＮＰＯなど多様な主体の参入を促進します。 

 

（８）療養介護 

サービス見込量 

（月間量） 

年 度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

見 

込 

量 

利用者数 ３２６ ３３４ ３４３ 

人分 ３２６ ３３４ ３４３ 



9 

事業の実施に 

関する考え方 

 医療及び常時の介護を必要とする障がい者が、医療機関で機能訓練、療養

上の管理、看護、介護等のサービスを受けることができるようにします。 

見込量確保の 

ための方策 

 医療機関等と連携を図り、サービスの確保に努めます。 

  

 

（９）①短期入所（福祉型） 

サービス見込量 

（月間量） 

年 度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

見

込

量 

利用者数 ４８７ ５２２ ５５７ 

人日分 ３,７０１ ３,９５４ ４,２０８ 

事業の実施に 

関する考え方 

 障がい者を介護する家族が病気などの事情で介護ができない場合に、県内

どこに居住していても、宿泊を伴う一時的な介護サービスを気軽に安心して

利用できるようにします。 

見込量確保の 

ための方策 

 入所施設の空き居室の利用や通所系事業所の新たな取組等を促進すると

ともに、指定短期入所事業所の確保に努めます。 

 

②短期入所（医療型） 

サービス見込量 

（月間量） 

年 度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

見

込

量 

利用者数 ２２ ２６ ２９ 

人日分 １３１ １６２ １８８ 

事業の実施に 

関する考え方 

 医療的ケアが必要な障がい者の短期入所の需要に対応するため、医療機関

において宿泊を伴う一時的な短期入所サービスを安心して利用できるよう

にします。 

見込量確保の 

ための方策 

 医療機関が実施する短期入所事業所の確保に努めます。 

 

（10）共同生活援助 

サービス見込量 

（月間量） 

年 度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

見 

込 

量 

利用者数 １,７９２ １,８９５ ２,００６ 

人分 １,７９２ １,８９５ ２,００６ 

事業の実施に 

関する考え方 

 障がい者が住み慣れた地域において必要な援助・介護を受けながら自立し

た生活を営むことができるよう、共同生活の場の確保に努めます。 

見込量確保の 

ための方策 

 既存のグループホーム運営事業者に加え、ＮＰＯなど多様なサービス主体

の参入を促進するとともに、地域の実情に応じて、新規整備はもとより、既

存の建物の活用等による整備を支援します。 
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（11）施設入所支援 

サービス見込量 

（月間量） 

年 度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

見 

込 

量 

利用者数 ２,０７９ ２,０４１ １,９９７ 

人分 ２,０７９ ２,０４１ １,９９７ 

事業の実施に 

関する考え方 

 施設に入所し主に夜間において入浴、排せつ、食事の介護などの支援が必

要な障がい者に対し、質の高いサービスを提供します。 

見込量確保の 

ための方策 

 既存の入所施設の定員で対応し、適切な支援の確保を図ります。 

 

（12）計画相談支援 

サービス見込量 

（月間量） 

年 度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

見 

込 

量 

利用者数 １,３６０ １,４３０ １,４８７ 

人分 １,３６０ １,４３０ １,４８７ 

事業の実施に 

関する考え方 

 支給決定前にサービス利用計画案を作成するとともに、一定期間ごとにサ

ービス等の利用状況の検証及び計画の見直しを行い、個々の障がい者の希望

するくらしの実現に向けた相談支援を行います。 

見込量確保の 

ための方策 

 平成 27 年度から、サービス利用に当たっては、サービス利用計画の作成

が必須となることから、市町村と協力しながら相談支援体制の整備を推進す

るとともに、地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として、市町

村の基幹相談支援センター設置を促進します。 

また、研修の実施により相談支援従事者の養成を行います。 

 

（13）地域移行支援 

サービス見込量 

（月間量） 

年 度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

見 

込 

量 

利用者数 ５８ ６８ ７９ 

時間分 ５８ ６８ ７９ 

事業の実施に 

関する考え方 

 障害者支援施設等の入所者又は精神科病院の入院者に対し、地域移行のた

めの住居の確保や障がい福祉サービス事業所等への同行支援など、地域生活

に移行するための相談支援を行います。 

見込量確保の 

ための方策 

 市町村と協力しながら相談支援体制の拡充を図るとともに、研修の実施に

より相談支援従事者の養成を行います。 
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（14）地域定着支援 

サービス見込量 

（月間量） 

年 度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

見 

込 

量 

利用者数 ６１ ７３ ８９ 

時間分 ６１ ７３ ８９ 

事業の実施に 

関する考え方 

 家族等の支援を見込めない居宅における障がい者に対し、常時の連絡体制

を確保し、障がいの特性に起因して生じた緊急の事態における相談、訪問な

どを行い、地域生活を支援します。 

見込量確保の 

ための方策 

市町村と協力しながら相談支援体制の拡充を図るとともに、研修の実施に

より相談支援従事者の養成を行います。 

 

（15）児童発達支援 

サービス見込量 

（月間量） 

年 度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

見

込

量 

利用者数 ５３６ ５５９ ５８２ 

人日分 ４,０７４ ４,３１２ ４,５４６ 

事業の実施に 

関する考え方 

 療育の必要がある未就学の障がい児が、日常生活における基本的な動作の

指導などの支援を、身近な地域で受けられるようにします。 

見込量確保の 

ための方策 

市町村と協力しながら地域療育体制の拡充を図るとともに、研修の実施に

より児童発達支援管理責任者の養成を行います。 

 

（16）放課後等デイサービス 

サービス見込量 

（月間量） 

年 度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

見

込

量 

利用者数 １,２０２ １,２８６ １,３７２ 

人日分 １５,０２７ １６,１３８ １７,０９１ 

事業の実施に 

関する考え方 

 学校に就学し、授業の終了後又は休業日に支援が必要な障がい児が、生活

能力の向上のために必要な訓練などの支援を、身近な地域で受けられるよう

にします。 

見込量確保の 

ための方策 

 市町村と協力しながら地域療育体制の拡充を図るとともに、研修の実施に

より児童発達支援管理責任者の養成を行います。 

 

（17）保育所等訪問支援 

サービス見込量 

（月間量） 

年 度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

見

込

量 

利用者数 ８６ ９６ １０６ 

人日分 １８６ ２４７ ２９１ 
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事業の実施に 

関する考え方 

保育所・幼稚園等に通う障がい児が、支援員の訪問により、集団生活への

適応のための専門的な支援などを、自分が通う保育所等で受けられるように

します。 

見込量確保の 

ための方策 

 市町村と協力しながら地域療育体制の拡充を図るとともに、研修の実施に

より児童発達支援管理責任者の養成を行います。 

 

（18）医療型児童発達支援 

サービス見込量 

（月間量） 

年 度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

見

込

量 

利用者数 ３１ ３４ ３４ 

人日分 ３４２ ３８５ ３９２ 

事業の実施に 

関する考え方 

 肢体不自由がある未就学の障がい児が、日常生活における基本的な動作の

指導、理学療法などの支援を受けられるようにします。 

見込量確保の 

ための方策 

 既存の医療型児童発達支援センターの定員で対応し、適切な支援の確保を

図ります。 

 

（19）福祉型児童入所支援 

サービス見込量 

（月間量） 

年 度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

見

込

量 

利用者数 １４４ １４５ １４７ 

人分 １４４ １４５ １４７ 

事業の実施に 

関する考え方 

 在宅生活が困難な障がい児が、福祉型障害児入所施設での保護、日常生活

の指導などの支援を受けられるようにします。 

見込量確保の 

ための方策 

既存の福祉型障害児入所施設の定員で対応し、適切な支援の確保を図りま

す。 

 

（20）医療型児童入所支援 

サービス見込量 

（月間量） 

年 度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

見

込

量 

利用者数 ４７ ４９ ４９ 

人分 ４７ ４９ ４９ 

事業の実施に 

関する考え方 

 在宅生活が困難な肢体不自由児及び重症心身障がい児が、医療型障害児入

所施設又は指定発達支援医療機関での保護、日常生活の指導、理学療法など

の支援を受けられるようにします。 

見込量確保の 

ための方策 

 既存の医療型障害児入所施設又は指定発達支援医療機関の定員で対応し、

適切な支援の確保を図ります。 
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（21）障害児相談支援 

サービス見込量 

（月間量） 

年 度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

見

込

量 

利用者数 ２８２ ３０４ ３２４ 

人分 ２８２ ３０４ ３２４ 

事業の実施に 

関する考え方 

 通所給付決定やその変更決定に際し、障がい児の心身の状況、環境、ニー

ズ等を勘案し、「障がい児支援利用計画（案）」を作成するとともに、利用状

況の検証等を行って見直しを行い、障がい児や保護者の希望するくらしの実

現に向けた相談支援を行います。 

見込量確保の 

ための方策 

 市町村と協力しながら相談支援体制の整備を推進するとともに、地域にお

ける相談支援の中核的な役割を担う機関として、市町村の基幹相談支援セン

ター設置を促進します。 

また、研修の実施により相談支援従事者の養成を行います。 

 

 

Ⅴ 各年度の指定障害者支援施設の必要入所定員総数 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

２,１００ ２,０５０ ２,０００ 

 

 

Ⅵ 指定障害福祉サービス、指定地域相談支援及び指定計画相談支援に従事する者の

確保又は資質の向上並びに指定障害者支援施設の指定障害福祉サービスの質の向

上のために講ずる措置 

１ サービス提供に係る人材の養成 

障がい者等に適切なサービスを提供するためには、サービス提供に係る責任者及び専

門職員の養成のみならず、サービス提供に直接必要な担い手の確保を含め、指定障害福

祉サービス等に係る人材を質量ともに確保することが必要です。 

このため、サービス管理責任者等研修、相談支援従事者初任者研修等の計画的な実施

により、サービス提供に係る専門職員を養成するとともに、経験年数に応じたフォロー

アップ研修等を行いスキルアップを図ります。 

また、行動援護従事者養成研修、重度訪問介護従事者研修の実施等により、サービス

の直接の担い手である居宅介護従事者を養成するとともに、喀痰吸引等の業務を行うこ

とができる人材の養成に努めます。 

さらに、行動障害を有する者の特性に応じた支援を一貫性を持って実施できるよう、

施設従事者、居宅介護従事者等に対し、強度行動障害支援者養成研修を実施していきま

す。 
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２ 指定障害福祉サービス等の事業者に対する第三者の評価 

指定障害福祉サービスの質の向上を図るための方策として、社会福祉法に基づく第三

者評価の実施が考えられることから、事業者の求めに応じて適切な第三者評価が実施で

きる体制を整備するとともに、事業者が第三者評価の制度を積極的に活用するよう支援

します。 

 

３ 障がい者等に対する虐待の防止及び不利益な取扱いの解消 

「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」に基づき、県障が

い者権利擁護センターを運営するとともに、24時間 365 日の相談体制を整備します。 

また、市町村虐待防止センターの活動支援や、虐待の未然防止、虐待が発生した場合

の迅速かつ適切な対応、再発防止などについて定めたマニュアルの周知、市町村や事業

者等を対象とした研修会の開催などを行います。 

さらに、「障がいのある人もない人も共に学び共に生きる岩手県づくり条例」や「障害

を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（平成 25 年法律第 65 号）に基づき、障が

い者等に対する不利益な取扱いの解消を図るため、相談窓口の設置及び相談に対する助

言・調整を行うとともに、障がいに対する県民の理解促進に向けた普及啓発を行います。 

なお、障がい者等の権利擁護を図るため、高齢福祉分野等の関係機関とも連携を図り

ながら、後見等の業務を担う人材を育成するための研修等を実施するなど、障がい者等

が成年後見制度や当該制度の利用促進に向けた事業を活用できるよう支援します。 

 

 

Ⅶ 地域生活支援事業の実施に関する事項（県が実施する地域生活支援事業） 

(1)専門性の高い相談支援事業 

事業名 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

実施に関する考え方 
実 施 見

込 み 箇

所数 

実 利 用

見 込 み

者数 

実施見

込み箇

所数 

実 利 用

見 込 み

者数 

実 施 見

込 み 箇

所数 

実 利 用

見 込 み

者数 

発達障がい者支援

センター運営事業 
1 1,000 1 1,000 1 1,000 

県立療育センターに

設置して運営 

高次脳機能障がい

支援普及事業 
1 100 1 100 1 100 

県内１箇所で実施 

障がい児等療育支

援事業 
1 

 
1 

 
1 

 県立療育センターで

実施 

 

(2)専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業・派遣事業 

事業名 ２７年度 ２８年度 ２９年度 実施に関する考え方 

手話通訳者・要約筆記 修了者数 30 30 30 法人・団体等に委託
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者養成研修 [登録者数］ [30] [30] [30] して実施 

盲ろう者向け通訳・介

助員養成研修 

修了者数

[登録者数］ 

20 

[20] 

20 

[20] 

20 

[20] 
〃 

手話通訳者・要約筆記

者派遣事業 

派遣件数 
20 20 20 〃 

盲ろう者向け通訳・介

助員派遣事業 

派遣件数 
120 120 120 〃 

 

(3)広域的な支援事業 

事業名 ２７年度 ２８年度 ２９年度 実施に関する考え方 

精神障害者地域生活

支援広域調整等事業

（地域生活支援広域

調整会議等事業） 

会議開催見

込み数 
30 30 30 

 

 

(4)サービス・相談支援者・指導者育成事業 

事業名 ２７年度 ２８年度 ２９年度 実施に関する考え方 

障害支援区分認定調

査員研修 

受講者数 
100 100 100 

各市町村から３名程

度受講 

市町村審査会委員研

修 

受講者数 
15 15 15 

各審査会から１名程

度受講 

相談支援従事者初任

者研修 

修了者数 
100 100 100 

※講義部分のみの受

講者を除く 

相談支援従事者現任

者研修 

修了者数 
50 50 50 

一定の初任者研修修

了者を対象 

サービス管理責任者

等研修 

修了者数 
250 250 250 

４分野及び児童発達

支援管理責任者研修 

行動援護従事者養成

研修 

修了者数 
40 40 40 

行動援護に従事する

者を対象 

 

(5)主な任意事業 

事業名 ２７年度 ２８年度 ２９年度 実施に関する考え方 

オストメイト社会適

応訓練事業 

受 講 者 数

（延べ） 
350 350 350 

法人・団体等に委託

して実施 
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音声機能障がい者発

声訓練指導者養成事業 

受講者数 
2 2 2 〃 

音声機能障がい者発

声訓練事業 

受講者数 

（延べ） 
400 400 400 〃 

手話通訳者設置事業 設置数 
1 1 1 

県立視聴覚障がい者

情報センターに設置 

字幕入り映像ライブ

ラリー事業 

制作数 
100 100 100 

県立視聴覚障がい者

情報センターで実施 

点字による即時情報

ネットワーク事業 

利用者数 
40 40 40 

法人・団体等に委託

して実施 

身体障がい者パソコ

ンボランティア養

成・派遣事業 

養成者数 

( 派 遣 件

数) 

10 

（100） 

10 

（100） 

10 

（100） 
〃 

点訳・音訳奉仕員養成

研修事業 

受講者数 
20 20 20 〃 

障がい者社会参加推

進センター設置事業 

設置数 
1 1 1 〃 

身体障がい者補助犬

育成事業 

育成数 
2 2 2 〃 

スポーツ・レクリエーシ

ョン教室開催等事業 

回（参加者

数） 

3 

（4,500） 

3 

（4,500） 

3 

（4,500） 
〃 

芸術・文化講座開催等

事業 

回（参加者

数） 

3 

（3,400） 

3 

（3,500） 

3 

（3,500） 
〃 

障がい者 110 番事業 設置数 
1 1 1 〃 

 

 

Ⅷ 計画の達成状況の点検及び評価 

  各年度において、サービスの見込量のほか、障がい者の地域生活への移行や一般就労へ

の移行等に係る成果目標及び活動指標について実績を把握して分析・評価を行い、岩手県

障害者施策推進協議会及び岩手県障がい者自立支援協議会等に報告して意見を求め、所要

の対策を講じていきます。 


